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(57)【要約】
【課題】　本発明は、折り曲げ加工性及び軽量性に優れ
た複合板を提供する。
【解決手段】　本発明の複合板は、熱可塑性樹脂発泡シ
ートの両面に接着剤を介して金属シートが積層一体化さ
れてなる複合板であって、上記熱可塑性樹脂発泡シート
の厚みが１～５ｍｍ、上記熱可塑性樹脂発泡シートの密
度が０．０２～０．１ｇ／ｃｍ3、上記金属シートの厚
みが０．１～０．５ｍｍ、上記複合板の全体厚みが１．
１～５．５ｍｍ、上記複合板の全体坪量が１～３．３ｋ
ｇ／ｍ2及び上記複合板の最大曲げ荷重が１５～６５Ｎ
であることを特徴とする。
【選択図】　図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
熱可塑性樹脂発泡シートの両面に接着剤を介して金属シートが積層一体化されてなる複合
板であって、上記熱可塑性樹脂発泡シートの厚みが１～５ｍｍ、上記熱可塑性樹脂発泡シ
ートの密度が０．０２～０．１ｇ／ｃｍ3、上記金属シートの厚みが０．１～０．５ｍｍ
、上記複合板の全体厚みが１．１～５．５ｍｍ、上記複合板の全体坪量が１～３．３ｋｇ
／ｍ2及び上記複合板の最大曲げ荷重が１５～６５Ｎであることを特徴とする複合板。
【請求項２】
熱可塑性樹脂発泡シートの曲げ弾性率の最大値と最小値の比（最大値／最小値）が１～１
．５であることを特徴とする請求項１に記載の複合板。
【請求項３】
複合板の曲げ弾性率の最大値と最小値の比（最大値／最小値）が１．５以下であることを
特徴とする請求項１又は請求項２に記載の複合板。
【請求項４】
熱可塑性樹脂発泡シートは、フェニレンエーテル成分が１０～６０重量％、スチレン成分
が４０～９０重量％である変性ポリフェニレンエーテル系樹脂を含有していることを特徴
とする請求項１乃至請求項３の何れか１項に記載の複合板。
【請求項５】
複合板の発熱性試験における総発熱量が７．２ＭＪ／ｍ2以下であることを特徴とする請
求項１乃至請求項４の何れか１項に記載の複合板。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、折り曲げ加工性及び軽量性に優れた複合板に関する。
【背景技術】
【０００２】
　合成樹脂発泡シートと金属シートとを積層一体化してなる複合板は、合成樹脂板に比較
して極めて高い機械的強度及び弾性率を有しつつ、金属シートと比較して軽量性及び加工
性に優れていることから広く用いられている。上記複合板は、金属板単体に比較して深絞
り加工などが難しいために曲げ加工などの用途に用いられることがある。
【０００３】
　このような複合板としては、特許文献１に、複数の棒状発泡体を束ねた構造を有するポ
リオレフィン系樹脂発泡体シートの少なくとも片面にアルミニウム板を貼合した複合板で
あって、前記複合板は建築基準法第２条第９号に規定される不燃性能試験の発熱性試験に
おいて、加熱開始後２０分間の総発熱量が８ＭＪ／ｍ2以下であり、かつ所定条件を満た
し、かつ前記複合板の曲げ弾性率が２００ＭＰａ以上である複合板が開示されている。
【０００４】
　しかしながら、上記複合板を構成しているポリオレフィン系樹脂発泡シートは、複数の
棒状発泡体を束ねた構造を有しており、ポリオレフィン系樹脂発泡シートの表面は凸円弧
状の曲面を連続的に連ねた波形状となっており、ポリオレフィン系樹脂発泡シートとアル
ミニウム板との接触面積が少なく、ポリオレフィン系樹脂発泡シートとアルミニウム板と
の貼合が不十分であり、複合板を折り曲げ加工すると、ポリオレフィン系樹脂発泡シート
とアルミニウム板とが剥離するといった問題点を生じる。
【０００５】
　更に、上記複合体のポリオレフィン系樹脂発泡シートは、複数の棒状発泡体を束ねて形
成されているので、棒状発泡体の長さ方向を折り曲げ線として折り曲げ加工した場合には
棒状発泡体間において亀裂を生じやすいという問題点を生じ、所望形状に折り曲げ加工す
ることができないという問題点を有する。
【先行技術文献】
【特許文献】
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【０００６】
【特許文献１】特開２００８－２３８５５７号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　本発明は、何れの方向においても折り曲げ加工性に優れていると共に優れた軽量性を有
している複合板を提供する。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　本発明の複合板は、熱可塑性樹脂発泡シートの両面に接着剤を介して金属シートが積層
一体化されてなる複合板であって、上記熱可塑性樹脂発泡シートの厚みが１～５ｍｍ、上
記熱可塑性樹脂発泡シートの密度が０．０２～０．１ｇ／ｃｍ3、上記金属シートの厚み
が０．１～０．５ｍｍ、上記複合板の全体厚みが１．１～５．５ｍｍ、上記複合板の全体
坪量が１～３．３ｋｇ／ｍ2及び上記複合板の最大曲げ荷重が１５～６５Ｎであることを
特徴とする。
【０００９】
　熱可塑性樹脂発泡シートを構成している熱可塑性樹脂としては、特に限定されず、例え
ば、変性ポリフェニレンエーテル系樹脂、ポリスチレン系樹脂などが挙げられ、折り曲げ
加工時に亀裂が生じにくく、折り曲げ加工性に優れていることから、変性ポリフェニレン
エーテル系樹脂が好ましい。
【００１０】
　上記変性ポリフェニレンエーテル系樹脂としては、特に限定されず、下記化１で表され
るポリフェニレンエーテルとポリスチレン系樹脂との混合物、上記ポリフェニレンエーテ
ルにスチレン系モノマーをグラフト共重合してなる変性ポリフェニレンエーテル、この変
性ポリフェニレンエーテルとポリスチレン系樹脂との混合物、下記化２で表されるフェノ
ール系モノマーとスチレン系モノマーとを銅（II) のアミン錯体などの触媒存在下で酸化
重合させて得られるブロック共重合体、このブロック共重合体とポリスチレン系樹脂との
混合物などが挙げられる。なお、変性ポリフェニレンエーテル系樹脂は単独で用いられて
も併用されてもよい。
【００１１】
【化１】

（Ｒ1 、Ｒ2 は炭素数が１～４のアルキル基又はハロゲン原子を示し、ｎは重合度を示す
。）
【００１２】
　上記化１で表されるポリフェニレンエーテルとしては、例えば、ポリ（２、６－ジメチ
ルフェニレン－１、４－エーテル）、ポリ（２、６－ジエチルフェニレン－１、４－エー
テル）、ポリ（２、６－ジクロロフェニレン－１、４－エーテル）、ポリ（２、６－ジブ
ロモフェニレン－１、４－エーテル）、ポリ（２－メチル－６－エチルフェニレン－１、
４－エーテル）、ポリ（２－クロロ－６－メチルフェニレン－１、４－エーテル）、ポリ
（２－メチル－６－イソプロピルフェニレン－１、４－エーテル）、ポリ（２、６－ジ－
ｎ－プロピルフェニレン－１、４－エーテル）、ポリ（２－ブロモ－６－メチルフェニレ
ン－１、４－エーテル）、ポリ（２－クロロ－６－ブロモフェニレン－１、４－エーテル
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）、ポリ（２－クロロ－６－エチルフェニレン－１、４－エーテル）などが挙げられ、こ
れらは単独で用いられても併用されてもよく、又、上記重合度ｎは、通常、１０～５００
０のものが用いられる。
【００１３】
【化２】

（Ｒ3 、Ｒ4 は炭素数が１～４のアルキル基又はハロゲン原子を示す。）
【００１４】
　上記化２で表されるフェノール系モノマーとしては、例えば、２、６－ジメチルフェノ
ール、２、６－ジエチルフェニノール、２、６－ジクロロフェノール、２、６－ジブロモ
フェノール、２－メチル－６－エチルフェノール、２－クロロ－６－メチルフェノール、
２－メチル－６－イソプロピルフェノール、２、６－ジ－ｎ－プロピルフェノール、２－
ブロモ－６－メチルフェノール、２－クロロ－６－ブロモフェノール、２－クロロ－６－
エチルフェノールなどが挙げられ、これらは単独で用いられても併用されてもよい。
【００１５】
　そして、上記ポリフェニレンエーテル、上記変性ポリフェニレンエーテル又は上記ブロ
ック共重合体に混合されるポリスチレン系樹脂としては、例えば、ポリスチレン、スチレ
ンとこれと共重合可能なビニルモノマーとの共重合体、ハイインパクトポリスチレンなど
が挙げられ、ポリスチレンが好ましい。又、ポリスチレン系樹脂は、単独で用いられても
併用されてもよい。
【００１６】
　なお、上記ビニルモノマーとしては、例えば、メチルメタクリレート、アクリロニトリ
ル、メタクリロニトリル、ブチルアクリレートなどが挙げられる。又、ハイインパクトポ
リスチレンとしては、ポリスチレンや、上記スチレンとこれと共重合可能なビニルモノマ
ーとの共重合体に、スチレン－ブタジエン共重合体やスチレン－ブタジエン－スチレンブ
ロック共重合体などのゴム成分を１～２０重量％添加してなるものが挙げられる。
【００１７】
　又、ポリフェニレンエーテルにグラフト共重合され或いはフェノール系モノマーとブロ
ック共重合するスチレン系モノマーとしては、例えば、スチレン；α－メチルスチレン、
２，４－ジメチルスチレン、ｐ－メチルスチレン、エチルスチレン、ｐ－ｔ－ブチルスチ
レンなどのアルキル化スチレン；モノクロロスチレン、ジクロロスチレンなどのハロゲン
化スチレンなどが挙げられる。
【００１８】
　そして、上記変性ポリフェニレンエーテル系樹脂としては、フェニレンエーテル成分が
１０～６０重量％で且つスチレン成分が４０～９０重量％である変性ポリフェニレンエー
テル系樹脂が好ましく、フェニレンエーテル成分が２０～５０重量％で且つスチレン成分
が５０～８０重量％である変性ポリフェニレンエーテル系樹脂がより好ましい。
【００１９】
　又、上記ポリスチレン系樹脂としては、特に限定されず、例えば、スチレン、α－メチ
ルスチレン、ビニルトルエン、クロロスチレン、エチルスチレン、ｉ－プロピルスチレン
、ジメチルスチレン、ブロモスチレンなどのスチレン系モノマーの単独重合体又はこれら
の共重合体などが挙げられ、スチレンを５０重量％以上含有するポリスチレン系樹脂が好
ましく、ポリスチレンがより好ましい。
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【００２０】
　又、上記ポリスチレン系樹脂としては、上記スチレン系モノマーを主成分とする、上記
スチレン系モノマーとこのスチレン系モノマーと共重合可能なビニルモノマーとの共重合
体であってもよく、このようなビニルモノマーとしては、例えば、メチル（メタ）アクリ
レート、エチル（メタ）アクリレート、ブチル（メタ）アクリレート、セチル（メタ）ア
クリレートなどのアルキル（メタ）アクリレート、（メタ）アクリロニトリル、ジメチル
マレエート、ジメチルフマレート、ジエチルフマレート、エチルフマレートの他、ジビニ
ルベンゼン、アルキレングリコールジメタクリレートなどの二官能性モノマーなどが挙げ
られる。
【００２１】
　そして、熱可塑性樹脂発泡シートの厚みは、薄いと、複合板を折り曲げ加工した際に熱
可塑性樹脂発泡シートの変形が不十分となって複合板の折り曲げ加工性が低下し、折り曲
げ加工時に、熱可塑性樹脂発泡シートと金属シートとが剥離を生じる虞れがあり、厚いと
、複合板の折り曲げ加工時に、複合板に発生する歪みが大きくなりすぎて熱可塑性樹脂発
泡シートに亀裂が生じ又は金属シートが熱可塑性樹脂発泡シートから剥離するので、１～
５ｍｍに限定され、１．５～４．５ｍｍが好ましい。なお、熱可塑性樹脂発泡シートの厚
みは、熱可塑性樹脂発泡シートの任意の１０点についてダイヤルシックネスゲージを用い
て厚みを測定し、これらの厚みの相加平均値とする。なお、ダイヤルシックネスゲージは
、例えば、ミツトヨ社から商品名「シックネスゲージ５４７－３０１」にて市販されてい
る。
【００２２】
　又、熱可塑性樹脂発泡シートの密度は、低いと、熱可塑性樹脂発泡シートの強度が低下
して複合板全体の強度も低下し、高いと、複合板を折り曲げ加工を行った場合に熱可塑性
樹脂発泡シートに亀裂を生じ或いは熱可塑性樹脂発泡シートと金属シートとの間に剥離を
生じるので、０．０２～０．１ｇ／ｃｍ3に限定され、０．０３～０．０８ｇ／ｃｍ3が好
ましい。なお、熱可塑性樹脂発泡シートの密度は、熱可塑性樹脂発泡シートの重量を熱可
塑性樹脂発泡シートの見掛けの体積で除して得られた値をいう。
【００２３】
　熱可塑性樹脂発泡シートの厚み及び密度は、後述する熱可塑性樹脂に対する発泡剤の量
の調整、押出発泡時の樹脂温度の調整、気泡核剤の量の調整、ダイ吐出部における熱可塑
性樹脂の剪断速度の調整などによって制御することができる。
【００２４】
　又、熱可塑性樹脂発泡シートの曲げ弾性率の最大値と最小値の比（最大値／最小値）は
、小さくても大きくても、複合板の折り曲げ加工性に異方性が生じてしまい、複合板の所
望形状への折り曲げ加工が困難となることがあるので、１～１．５が好ましく、１～１．
４がより好ましく、１～１．３が特に好ましい。
【００２５】
　なお、熱可塑性樹脂発泡シートの曲げ弾性率の最大値と最小値の比（最大値／最小値）
は下記の要領で測定された値をいう。熱可塑性樹脂発泡シートから縦８０ｍｍ、横２５ｍ
ｍの平面長方形状の試験片を１０枚切り出す。この際、試験片の縦方向が順次、時計回り
に時計回りに１８°づつずれた状態となるように試験片を切り出す。
【００２６】
　次に、各試験片の曲げ弾性率を曲げ速度が２ｍｍ／分、支点間距離が６４ｍｍの条件下
にてＪＩＳ　Ｋ７１７１に準拠して測定し、得られた応力－歪み曲線から試験片の曲げ弾
性率を算出し、測定された曲げ弾性率のうち、最大の曲げ強度と最小の曲げ強度を抽出し
、最大の曲げ強度を最小の曲げ強度で除することによって、熱可塑性樹脂発泡シートの曲
げ弾性率の最大値と最小値の比（最大値／最小値）を算出することができる。
【００２７】
　なお、上記試験片の曲げ弾性率の測定は、例えば、オリエンティック社から商品名「Ｕ
ＣＴ－１０Ｔ」にて市販されているテンシロン万能試験機を用い、測定治具として、先端
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が５Ｒの加圧楔形と２Ｒの支持台を用いて行うことができる。
【００２８】
　熱可塑性樹脂発泡シートの平均気泡径は、小さいと、熱可塑性樹脂発泡シートの強度が
低下し又は熱可塑性樹脂発泡シートの表面に細かな縞が発生してしまう可能性があり、大
きいと、熱可塑性樹脂発泡シートが割れやすくなることがあるので、１５０～６００μｍ
が好ましく、２００～５００μｍがより好ましい。
【００２９】
　熱可塑性樹脂発泡シートの平均気泡径は、ＡＳＴＭ　Ｄ２８４２－６９の試験方法に準
拠して測定された値をいう。具体的には、熱可塑性樹脂発泡シートをＭＤ方向（押出方向
）及びＴＤ方向（押出方向に直交する方向）に沿って切断し、それぞれの切断面の中央部
を走査型電子顕微鏡（（株）日立製作所製Ｓ－３０００Ｎ）で拡大して撮影する。
【００３０】
　次に、撮影した画像をＡ４用紙上に印刷し、画像上に長さ６０ｍｍの直線を一本、描く
。なお、ＭＤ方向に切断した切断面についてはＭＤ方向に平行に、ＴＤ方向に切断した切
断面についてはＴＤ方向に平行に、ＶＤ方向（厚み方向）はＭＤ方向及びＴＤ方向に対し
て直交する方向に直線を描く。この時、６０ｍｍの直線上に気泡が１０～２０個程度とな
る様に、上記の電子顕微鏡での拡大倍率を調整した。
【００３１】
　上記直線上に存在する気泡数から気泡の平均弦長（ｔ）を下記式により算出し、この平
均弦長を各方向（ＭＤ方向、ＴＤ方向及びＶＤ方向）の平均気泡径とした。
　平均弦長　ｔ＝６０／（気泡数×写真の倍率）
【００３２】
　なお、直線を描くにあたっては、できるだけ直線が気泡に点接触することなく貫通した
状態となるようにする。又、一部の気泡が直線に点接触してしまう場合には、この気泡も
気泡数に含め、更に、直線の両端部が気泡を貫通することなく、気泡内に位置した状態と
なる場合には、直線の両端部が位置している気泡も気泡数に含める。
　そして、得られたＭＤ方向の気泡径（ＤＭＤ）、ＴＤ方向の気泡径（ＤＴＤ）とＶＤ方
向の気泡径（ＤＶＤ）の相加平均値を熱可塑性樹脂発泡シートの平均気泡径とする。
　　平均気泡径（ｍｍ）＝（ＤＭＤ＋ＤＴＤ＋ＤＶＤ）／３
【００３３】
　熱可塑性樹脂発泡シートの５０％圧縮強度は、小さいと、複合板の機械的強度が低下す
ることがあり、大きいと、複合板を折り曲げ加工する際に熱可塑性樹脂発泡シートに亀裂
を生じ或いは熱可塑性樹脂発泡シートから金属シートが剥離することがあるので、１５０
～４００ｋＰａが好ましく、２００～３５０ｋＰａがより好ましい。
【００３４】
　なお、熱可塑性樹脂発泡シートの５０％圧縮強度は、以下の要領で測定された値をいう
。熱可塑性樹脂発泡シートから縦５０ｍｍ、横５０ｍｍの平面正方形の試験片を５枚切り
出す。次に、各試験片の圧縮強度を試験速度１ｍｍ／分の条件下にてＪＩＳ　Ｋ　６７６
７に準拠して測定し、試験片の元厚みに対して５０％となったときの初回の圧縮強度を５
０％圧縮強度とした。上記試験片の熱可塑性樹脂発泡シートの圧縮強度の測定は、例えば
、オリエンティック社からの商品名「ＵＣＴ－１０Ｔ」にて市販されているテンシロン万
能試験機を用いて行うことが出来る。
【００３５】
　熱可塑性樹脂発泡シートには、その物性を損なわない範囲内において、酸化防止剤、熱
安定剤、紫外線防止剤、滑剤、離型剤、染料、顔料、帯電防止剤、充填材などの添加剤が
含有されていてもよい。
【００３６】
　次に、熱可塑性樹脂発泡シートの製造方法について説明する。熱可塑性樹脂発泡シート
の製造方法としては、特に限定されず、例えば、（１）熱可塑性樹脂を押出機に供給して
揮発性発泡剤の存在下にて溶融混練して押出機の先端に取り付けた金型から押出発泡させ
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て熱可塑性樹脂発泡シートを製造する方法、（２）熱可塑性樹脂発泡シート及び化学発泡
剤を押出機に供給して溶融混練して押出機の先端に取り付けた金型から押出発泡させて熱
可塑性樹脂発泡シートを製造する方法、（３）発泡性熱可塑性樹脂粒子を金型内に充填し
た後、発泡性熱可塑性樹脂粒子を加熱して発泡させ、発泡性熱可塑性樹脂粒子を発泡させ
て得られる発泡粒子同士を熱融着一体化して熱可塑性樹脂発泡成形体を製造し、この熱可
塑性樹脂成形体から熱可塑性樹脂発泡シートを切り出す方法などが挙げられ、得られる熱
可塑性樹脂発泡シートの機械的強度に優れていることから、上記（１）（２）の方法が好
ましい。
【００３７】
　押出機としては、特に限定されず、例えば、単軸押出機、二軸押出機、複数の押出機を
接続してなるタンデム型押出機などが挙げられ、発泡剤を熱可塑性樹脂中に均一に混合さ
せることができると共に、熱可塑性樹脂発泡シートを所定温度に容易に冷却、維持するこ
とができて押出発泡を安定的に行うことができるので、タンデム型押出機が好ましい。又
、押出機と金型との間にギアポンプなどを必要に応じて介在させてもよい。
【００３８】
　上記（１）及び（２）の製造方法において、押出機の先端に取り付けられた金型として
は、特に限定されず、例えば、サーキュラダイ、Ｔダイなどが挙げられ、機械的強度に優
れた熱可塑性樹脂発泡シートを製造することができることから、サーキュラダイが好まし
い。金型がＴダイである場合には、金型からシート状に押出発泡させることによって熱可
塑性樹脂発泡シートを製造することができる。金型がサーキュラダイである場合には、金
型から円筒状に押出発泡させて筒状発泡体を製造し、この筒状発泡体を拡径させた後に冷
却マンドレルに供給して冷却した上で筒状発泡体をその押出方向に連続的に内外周面間に
亘って切断し展開することによって熱可塑性樹脂発泡シートを製造することができる。
【００３９】
　サーキュラダイの開口部における内ダイの直径と、冷却マンドレルの押出機側の直径と
の比（ブローアップ比）は、小さいと、得られる熱可塑性樹脂発泡シートの表面に筋が形
成されることがあり、大きいと、冷却マンドレルと筒状発泡体との間に加わる摩擦抵抗が
大きくなり、筒状発泡体が切断する虞れがあるので、２～４が好ましい。
【００４０】
　又、揮発性発泡剤としては、例えば、プロパン、ｎ－ブタン、ｉ－ブタン、ｎ－ペンタ
ン、ｉ－ペンタン、ヘキサンのような脂肪族炭化水素類、ベンゼン、トルエンのような芳
香族炭化水素類、ジメチルエーテル、メチルエチルエーテル、ジエチルエーテルのような
エーテル類、塩化メチル、フレオン（登録商標）のようなハロゲン化炭化水素類、空気、
窒素、二酸化炭素などの不活性ガスが挙げられる。化学発泡剤としては、例えば、アゾジ
カルボンアミド、ヘキサメチレンテトラミン、炭酸水素ナトリウム、炭酸水素ナトリウム
とクエン酸との混合物などが挙げられる。なお、発泡剤は単独で用いられても二種以上が
併用されてもよい。
【００４１】
　押出機に圧入する発泡剤の量は、少ないと、熱可塑性樹脂発泡シートの厚みが薄くなっ
たり、熱可塑性樹脂発泡シートの二次発泡倍率が適正な値とならなかったり、或いは、押
出機からの吐出圧力が高くなり過ぎて押出発泡ができないことがあり、多いと、熱可塑性
樹脂発泡シートの表面に波打ち現象が発生して複合板の外観が低下し、或いは、熱可塑性
樹脂発泡シートの連続気泡率が高くなり、熱可塑性樹脂発泡シートの二次発泡倍率が適正
な値とならないことがあるので、熱可塑性樹脂１００重量部に対して２～７．５重量部が
好ましく、３～６．５重量部がより好ましい。
【００４２】
　なお、押出機には、熱可塑性樹脂発泡シートの気泡径の調整又は熱可塑性樹脂の発泡性
を調整するために必要に応じて気泡核剤を供給してもよい。気泡核剤としては、例えば、
タルク、マイカ、シリカ、珪藻土、アルミナ、酸化チタン、酸化亜鉛、酸化マグネシウム
、水酸化マグネシウム、水酸化アルミニウム、水酸化カルシウム、炭酸カリウム、炭酸カ
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ルシウム、炭酸マグネシウム、硫酸カリウム、硫酸バリウム、ガラスビーズなどの無機化
合物、ポリテトラフルオロエチレンなどが挙げられる。気泡核剤は、単独で用いられても
二種以上が併用されてもよい。気泡核剤は、ポリスチレン系樹脂又は変性ポリフェニレン
エーテル系樹脂などでマスターバッチ化してもよい。
【００４３】
　押出機に供給する気泡核剤の量は、少ないと、熱可塑性樹脂発泡シートの気泡が粗大化
して熱可塑性樹脂発泡シートの表面が荒れてしまったり、熱可塑性樹脂発泡シートの発泡
倍率が低下したり、或いは、熱可塑性樹脂発泡シートを得ることができないことがあり、
多いと、熱可塑性樹脂発泡シート中に凝集物が発生し、或いは、熱可塑性樹脂発泡シート
の表面に波打ち現象が生じることがあるので、熱可塑性樹脂発泡１００重量部に対して０
．３５～１．２重量部が好ましく、０．４５～０．８重量部がより好ましい。
【００４４】
　熱可塑性樹脂として変性ポリフェニレンエーテル系樹脂を用いる場合、押出機から変性
ポリフェニレンエーテル系樹脂を押出発泡させる際の変性ポリフェニレンエーテル系樹脂
の温度は、低いと、変性ポリフェニレンエーテル系樹脂発泡シートに割れが発生し或いは
押出機の吐出圧力が上がり過ぎて押出発泡ができなくなることがあり、高いと、変性ポリ
フェニレンエーテル系樹脂の溶融粘度を発泡に適した粘度にすることができずに破泡を生
じ、或いは、得られる変性ポリフェニレンエーテル系樹脂発泡シートの連続気泡率が高く
なり、変性ポリフェニレンエーテル系樹脂発泡シートの二次発泡倍率が適正な値とならな
いことがあるので、１７０～２００℃が好ましく、１７５～１９５℃がより好ましい。
【００４５】
　上記発泡性熱可塑性樹脂粒子の製造方法としては、特に限定されず、例えば、（１）熱
可塑性樹脂を押出機に供給して溶融混練し、押出機の先端に取り付けた金型からストラン
ド状に押出し、ストランド状の成形体を所定間隔毎に切断して熱可塑性樹脂粒子を製造し
、この熱可塑性樹脂粒子に上記揮発性発泡剤を含浸させて発泡性熱可塑性樹脂粒子を製造
する方法、（２）熱可塑性樹脂を押出機に供給して上記揮発性発泡剤又は上記化学発泡剤
の存在下にて溶融混練して押出機の先端に取り付けた金型からストランド状に押出発泡さ
せた直後に所定間隔毎に切断して熱可塑性樹脂発泡粒子を製造する方法などが挙げられる
。
【００４６】
　そして、熱可塑性樹脂発泡シートの両面には接着剤を介して金属シートが積層一体化さ
れている。
【００４７】
　接着剤としては、特に限定されないが、ホットメルト接着剤が好ましい。このようなホ
ットメルト接着剤としては、熱可塑性樹脂発泡シートと金属シートとを一体化することが
できればよく、例えば、ポリオレフィン系ホットメルト接着剤、ポリエステル系ホットメ
ルト接着剤が挙げられ、湿度に対する耐久性に優れているので、ポリオレフィン系ホット
メルト接着剤が好ましい。なお、ホットメルト接着剤は単独で用いられても二種以上が併
用されてもよい。
【００４８】
　ポリオレフィン系ホットメルト接着剤としては、例えば、クラボウ社から商品名「Ｘ－
２３００」にて市販されている接着剤などが挙げられる。ポリエステル系ホットメルト接
着剤としては、例えば、東亞合成社から商品名「ＰＥＳ－１１１ＥＥ」にて市販されてい
る接着剤などが挙げられる。
【００４９】
　ホットメルト接着剤の厚みは、薄いと、熱可塑性樹脂発泡シートと金属シートとの一体
化が不充分となることがあるので、１０μｍ以上が好ましく、厚すぎても、熱可塑性樹脂
発泡シートと金属シートとの接着力の向上が期待できず、複合板の軽量性が低下し又は複
合板の発熱量が高くなり、複合板が建築基準法第２条第９号に規定される不燃性能試験に
より定義される不燃性規格に合格しないことがあるので、２０～５０μｍがより好ましい
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。
【００５０】
　又、上記金属シートとしては、特に限定されず、例えば、アルミニウムシート、ステン
レスシート、鉄シート、鋼シート、チタニウムシートなどが挙げられ、軽量性及び機械的
強度の双方に優れているので、アルミニウムシートが好ましい。なお、アルミニウムシー
トには、アルミニウムを５０重量％以上含有しているアルミニウム合金シートも含まれる
。金属シートの厚みは、薄いと、複合板の機械的強度が低下することがあり、厚いと、複
合板の折り曲げ加工性が低下するので、０．１～０．５ｍｍに限定され、０．２～０．５
ｍｍが好ましい。
【００５１】
　そして、複合板の製造方法としては、特に限定されず、例えば、（１）熱可塑性樹脂発
泡シートの両面にホットメルト接着剤を介して金属シートを積層して積層シートを製造し
、好ましくは積層シートの製造と同時に、この積層シートを加熱してホットメルト接着剤
を溶融させ、必要に応じて積層シートにその厚み方向に圧縮力を加えて、しかる後、積層
シートを冷却することによって、熱可塑性樹脂発泡シートと金属シートとをホットメルト
接着剤を介して一体化させて複合板を製造する方法、（２）熱可塑性樹脂発泡シートの一
面にホットメルト接着剤を介して金属シートを積層して積層シートを製造し、好ましくは
積層シートの製造と同時に、この積層シートを加熱してホットメルト接着剤を溶融させ、
必要に応じて積層シートにその厚み方向に圧縮力を加えて、熱可塑性樹脂発泡シートの一
面に金属シートをホットメルト接着剤を介して一体化させた後、熱可塑性樹脂発泡シート
の他面にホットメルト接着剤を介して金属シートを積層して積層シートを製造し、好まし
くは積層シートの製造と同時に、この積層シートを加熱してホットメルト接着剤を溶融さ
せ、必要に応じて積層シートにその厚み方向に圧縮力を加えて、熱可塑性樹脂発泡シート
の他面に金属シートをホットメルト接着剤を介して一体化させて複合板を製造する方法な
どが挙げられる。なお、熱可塑性樹脂発泡シート及び金属シートは、ロール状に巻回した
状態から連続的に巻き出し、或いは、所望形状に予め切断してあってもよい。
【００５２】
　熱可塑性樹脂発泡シートの両面にホットメルト接着剤を介して金属シートを積層して積
層シートを製造する要領としては、例えば、（１）熱可塑性樹脂発泡シートの両面にホッ
トメルト接着剤を積層一体化させておき、このホットメルト接着剤上に金属シートを積層
させて積層シートを製造する方法、（２）金属シートの片面にホットメルト接着剤を積層
一体化しておき、熱可塑性樹脂発泡シートの両面に金属シートをホットメルト接着剤が熱
可塑性樹脂発泡シートに対向した状態となるように積層して積層シートを製造する方法な
どが挙げられる。なお、熱可塑性樹脂発泡シート及び金属シートは、その後の製造工程に
おいて支障をきたさない程度において、予め加熱されていてもよい。
【００５３】
　熱可塑性樹脂発泡シートの両面にホットメルト接着剤を積層一体化する方法としては、
特に限定されず、例えば、（１）熱可塑性樹脂発泡シートとホットメルト接着剤とを共押
出する方法、（２）熱可塑性樹脂発泡シートの両面にホットメルト接着剤を押出ラミネー
トする方法、（３）押出発泡した直後の熱可塑性樹脂発泡シート上にホットメルト接着剤
からなるフィルムを積層一体化する方法、（４）熱可塑性樹脂発泡シートの両面にホット
メルト接着剤からなるフィルムを積層して加熱圧着させる方法などが挙げられる。
【００５４】
　金属シートの片面にホットメルト接着剤を積層一体化する方法としては、特に限定され
ず、例えば、（１）溶媒に溶かしたホットメルト接着剤を金属シートに塗布した後に溶剤
を蒸発、除去する方法、（２）金属シートの片面にホットメルト接着剤からなるフィルム
を加熱圧着させる方法などが挙げられる。
【００５５】
　又、積層シートを加熱しながら積層シートにその厚み方向に圧縮力を加える方法として
は、特に限定されず、例えば、所定温度に加熱された一対のロール又は一対の加圧板間に
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積層シートを供給し、一対のロール又は一対の加圧板によって積層シートを加熱しながら
厚み方向に圧縮する方法が挙げられる。なお、熱可塑性樹脂発泡シートが変性ポリフェニ
レンエーテル系樹脂発泡シートである場合、変性ポリフェニレンエーテル系樹脂発泡シー
トの加熱温度は、低いと、変性ポリフェニレンエーテル系樹脂発泡シートと金属シートと
の一体化が不充分となることがあり、高いと、変性ポリフェニレンエーテル系樹脂発泡シ
ートに収縮が生じる虞れがあるので、１００～１８０℃が好ましく、１１０～１７０℃が
より好ましい。
【００５６】
　複合板の全体厚みは、薄いと、複合板の取扱性が低下し、厚いと、複合板に折り曲げ加
工を施した場合に熱可塑性樹脂発泡シートと金属シートとが剥離するので、１．１～５．
５ｍｍに限定され、２．０～５．５ｍｍが好ましい。なお、複合板の厚みは、複合板の任
意の１０点についてダイヤルシックネスゲージを用いて厚みを測定し、これらの厚みの相
加平均値とする。なお、ダイヤルシックネスゲージは、例えば、ミツトヨ社から商品名「
シックネスゲージ５４７－３０１」にて市販されている。
【００５７】
　複合板の全体坪量は、低いと、複合板の機械的強度が低下し、高いと、複合板の軽量性
が低下して、複合板の施工性、運搬性、取扱い性などが低下することがあるので、１～３
．３ｋｇ／ｍ2が好ましく、１．２～３ｋｇ／ｍ2以下がより好ましい。
【００５８】
　複合板の最大曲げ荷重は、低いと、複合板の実使用時における強度が低下し、使用時に
複合板が凹んだり或いは曲がったりし、高いと、複合板の折り曲げ加工性が低下するので
、１５～６５Ｎに限定され、２０～６５Ｎが好ましい。なお、複合板の最大曲げ荷重は、
金属シートの厚み、熱可塑性樹脂発泡シートの坪量又は厚みを調整することによって制御
することができる。
【００５９】
　複合板の曲げ弾性率の最大値と最小値の比（最大値／最小値）は、大きいと、複合板の
折り曲げ加工性に異方性が生じてしまい、複合板の所望形状への折り曲げ加工が困難とな
ることがあるので、１．５以下が好ましく、１～１．４がより好ましい。なお、複合板の
曲げ弾性率の最大値と最小値の比（最大値／最小値）は、熱可塑性樹脂発泡シートの製造
時における熱可塑性樹脂発泡シートの引取速度又はブローアップ比を調整することによっ
て制御することができる。
【００６０】
　複合板の最大曲げ荷重及び曲げ弾性率の最大値と最小値の比（最大値／最小値）は下記
の要領で測定された値をいう。熱可塑性樹脂発泡シートから縦８０ｍｍ、横２５ｍｍの平
面長方形状の試験片を１０枚切り出す。この際、試験片の縦方向が順次、時計回りに１８
°づつずれた状態となるように試験片を切り出す。
【００６１】
　次に、各試験片の曲げ荷重及び曲げ弾性率を曲げ速度が２ｍｍ／分、支点間距離が６４
ｍｍの条件下にてＪＩＳ　Ｋ７１７１に準拠して測定し、得られた応力－歪み曲線から試
験片の曲げ荷重及び曲げ弾性率を算出する。
【００６２】
　そして、測定された曲げ荷重のうち、最大の値を複合板の最大曲げ荷重とする。又、測
定された曲げ強度のうち、最大の曲げ強度と最小の曲げ強度を抽出し、最大の曲げ強度を
最小の曲げ強度で除することによって、複合板の曲げ弾性率の最大値と最小値の比（最大
値／最小値）を算出することができる。
【００６３】
　なお、上記試験片の曲げ荷重及び曲げ弾性率の測定は、例えば、オリエンティック社か
ら商品名「ＵＣＴ－１０Ｔ」にて市販されているテンシロン万能試験機を用い、測定治具
として、先端が５Ｒの加圧楔形と２Ｒの支持台を用いて行うことができる。
【００６４】
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　熱可塑性樹脂発泡シートは、それ単独では発熱量が低いものではないが、熱可塑性樹脂
発泡シートの両面に接着剤を介して金属シートを積層一体化することによって、理由は明
確に解明されていないが、熱可塑性樹脂発泡シートの坪量を極端に低くすることなく、複
合板全体の発熱量を小さくすることができ、複合板は優れた機械的強度、折り曲げ加工性
及び不燃性を有している。
【００６５】
　又、熱可塑性樹脂発泡シートが変性ポリフェニレンエーテル系樹脂発泡シートである場
合、変性ポリフェニレンエーテル系樹脂発泡シートの坪量は２１０ｇ／ｍ2以下が好まし
く、７０～２１０ｇ／ｍ2がより好ましい。これは、変性ポリフェニレンエーテル系樹脂
発泡シートの坪量を好ましくは２１０ｇ／ｍ2以下とすることによって、複合板の機械的
強度を優れたものに維持しつつ、複合板における下記発熱性試験にて輻射熱照射開始から
２０分を経過するまでの間に測定される総発熱量を７．２ＭＪ／ｍ2以下とし、複合板を
建築基準法第２条第９号に規定される不燃性とすることができる。
【００６６】
　ここで、上述した発熱量及び総発熱量とは下記の要領で測定された値をいう。建築基準
法第２条第９号に規定される不燃性能試験には不燃性試験と発熱性試験があり、本発明に
おいては不燃性能試験の発熱性試験に基づいて「不燃性」の評価を行っている。
【００６７】
　上記発熱性試験は、指定性能評価機関が業務方法書に定めた発熱性試験方法（ＩＳＯ５
６６０　発熱性能試験方法に準拠したもの）に準拠して行われる。具体的には、対象とな
る複合板から一辺が約１００ｍｍの平面正方形状に切り出した平板を試験体とし、この試
験体の加熱面に輻射電気ヒーターで５０ｋＷ／ｍ2の輻射熱を与え、試験体から発生した
ガスに点火プラグにより空気中で着火し燃焼させ、燃焼排気ガス中の酸素濃度から酸素消
費法に基づいて発熱量を測定する。そして、輻射熱照射開始から２０分が経過するまでの
間に測定された総発熱量が８ＭＪ／ｍ2以下である場合、複合板は「不燃性」を有すると
判断される。なお、建築基準法第２条第９号に規定される「不燃性」とは、上述のように
、上記総発熱量が８ＭＪ／ｍ2以下である場合をいうが、本発明では、建築基準法第２条
第９号よりも厳しい条件を用いており、「不燃性」とは上記総発熱量が７．２ＭＪ／ｍ2

以下である場合とする。なお、試験体の両面のそれぞれを加熱面として上述の測定を行い
、輻射熱照射開始から２０分が経過するまでの間に測定された総発熱量のうちの多い方の
総発熱量を採用する。
【発明の効果】
【００６８】
　本発明の複合板は、上述の如き構成を有しているので、優れた折り曲げ加工性を有して
おり、何れの方向に折り曲げても、熱可塑性樹脂発泡シートが円滑に変形しながら、複合
板の折り曲げ方向に追従し、その結果、熱可塑性樹脂発泡シートと金属シートとが剥離す
るようなことはなく、所望形状に美麗に折り曲げ加工することができる。
【図面の簡単な説明】
【００６９】
【図１】複合板の折り曲げ加工性を測定する要領を示した模式側面図である。
【発明を実施するための形態】
【００７０】
　以下に実施例を挙げて本発明を更に詳細に説明するが、本実施例に何ら限定されるもの
でない。
【００７１】
（実施例１）
　第一段目の押出機の先端部に第二段目の押出機が接続してなるタンデム型の押出機を用
意した。そして、ポリフェニレンエーテルとポリスチレン系樹脂との混合物（ジーイープ
ラスチックス社製　商品名「ＮＯＲＹＬ　ＮＬＶ０２５－１１１」、ポリフェニレンエー
テル量：７０重量％、ポリスチレン系樹脂量：３０重量％）５７．１重量％及びポリスチ
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レン（東洋スチレン社製　商品名「ＨＲＭ－２６」）４２．９重量％からなる変性ポリフ
ェニレンエーテル系樹脂（フェニレンエーテル成分：４０重量％、スチレン成分：６０重
量％）１００重量部と粉末タルク０．５５重量部を第一段目の押出機に供給し溶融混錬し
た後、第一段目の押出機中に発泡剤として液化ブタン４．５重量部を圧入して変性ポリフ
ェニレンエーテル系樹脂を溶融混練した。
【００７２】
　しかる後、第一段目の押出機の先端に接続した第二段目の押出機に溶融状態の変性ポリ
フェニレンエーテル系樹脂を連続的に供給して樹脂温度が１８０℃となるように調整した
上で、第二段目の押出機の先端に取り付けたサーキュラダイから円筒状に押出発泡させて
円筒状発泡体を製造し、この円筒状発泡体を徐々に拡径させた上でマンドレルに供給して
冷却した後、円筒状発泡体をその任意の箇所にて内外面間に亘って押出方向に連続的に切
断、展開することによって長尺状の変性ポリフェニレンエーテル系樹脂発泡シートを製造
し、変性ポリフェニレンエーテル系樹脂発泡シートをロール状に巻き取った。なお、変性
ポリフェニレンエーテル系樹脂発泡シートの製造時の吐出量は１３５ｋｇ／時間で引取速
度は１２ｍ／分であった。又、サーキュラダイのリップ部における内ダイの直径と、冷却
マンドレルの押出機側の直径との比（ブローアップ比）は３．４であった。
【００７３】
　得られた変性ポリフェニレンエーテル系樹脂発泡シートは、その厚みが２．６ｍｍ、坪
量が１３０ｇ／ｍ2であった。
【００７４】
　ロール状に巻回した変性ポリフェニレンエーテル系樹脂発泡シートを巻き出しながら、
変性ポリフェニレンエーテル系樹脂発泡シートの両面全面に誘電加熱ロールを用いて加熱
温度１５０℃、ライン速度８ｍ／分の条件下にて厚み３０μｍのポリオレフィン系ホット
メルト接着剤フィルム（クラボウ社製　商品名「クランベターＸ－２３００」）を連続的
に積層一体化した後、変性ポリフェニレンエーテル系樹脂発泡シートをロール状に巻き取
った。
【００７５】
　次に、両面にポリオレフィン系ホットメルト接着剤フィルムを積層一体化した変性ポリ
フェニレンエーテル系樹脂発泡シートを巻き出し、この変性ポリフェニレンエーテル系樹
脂発泡シートの両面全面にポリオレフィン系ホットメルト接着剤フィルムを介して厚みが
０．２ｍｍのアルミニウムシートを連続的に積層して積層シートとすると同時に、この積
層シートを１３０℃に加熱した一対の加熱圧着ロール間に連続的に供給し、積層シートを
一対の加熱圧着ロールによって表面温度が全面的に１１０℃となるように加熱してポリオ
レフィン系ホットメルト接着剤を溶融させると共に積層シートにその厚み方向に圧縮力を
加えた後、積層シートをその表面温度が３４℃となるまで冷却することによって、変性ポ
リフェニレンエーテル系樹脂発泡シートの両面にアルミニウムシートをポリオレフィン系
ホットメルト接着剤を介して連続的に積層一体化して長尺状の厚みが３．１ｍｍの複合板
を得た。なお、複合板の引取速度は３ｍ／分であった。複合板には波うちは発生しておら
ず、複合板の表面を指先で押圧しても、複合板の表面に凹みは生じなかった。
【００７６】
（実施例２）
　アルミニウムシートの厚みを０．５ｍｍとし、積層シートを１４５℃に加熱した一対の
加熱圧着ロール間に連続的に供給し、積層シートを一対の加熱圧着ロールによって表面温
度が全面的に１２５℃となるように加熱したこと以外は実施例１と同様にして長尺状の厚
みが５．１ｍｍの複合板を得た。複合板には波うちは発生しておらず、複合板の表面を指
先で押圧しても、複合板の表面に凹みは生じなかった。
【００７７】
（実施例３）
　積層シートを１４５℃に加熱した一対の加熱圧着ロール間に連続的に供給し、積層シー
トを一対の加熱圧着ロールによって表面温度が全面的に１２５℃となるように加熱したこ
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と以外は実施例１と同様にして長尺状の厚みが４．４ｍｍの複合板を得た。複合板には波
うちは発生しておらず、複合板の表面を指先で押圧しても、複合板の表面に凹みは生じな
かった。
【００７８】
（実施例４）
　第一段目の押出機中に圧入した液化ブタンの量を２．５重量部としたこと以外は実施例
１と同様にして長尺状の厚みが２．１ｍｍの複合板を得た。複合板には波うちは発生して
おらず、複合板の表面を指先で押圧しても、複合板の表面に凹みは生じなかった。
【００７９】
（実施例５）
　ポリフェニレンエーテルとポリスチレン系樹脂との混合物（ジーイープラスチックス社
製　商品名「ＮＯＲＹＬ　ＮＬＶ０２５－１１１」、ポリフェニレンエーテル量：７０重
量％、ポリスチレン系樹脂量：３０重量％）１４．３重量％及びポリスチレン（東洋スチ
レン社製　商品名「ＨＲＭ－２６」）８５．７重量％からなる変性ポリフェニレンエーテ
ル系樹脂（フェニレンエーテル成分：１０重量％、スチレン成分：９０重量％）１００重
量部と粉末タルク０．５５重量部を第一段目の押出機に供給したこと、第一段目の押出機
中に圧入した液化ブタンの量を３重量部としたこと以外は実施例１と同様にして厚みが２
．８ｍｍの複合板を得た。
【００８０】
（実施例６）
　ポリフェニレンエーテルとポリスチレン系樹脂との混合物（ジーイープラスチックス社
製　商品名「ＮＯＲＹＬ　ＮＬＶ０２５－１１１」、ポリフェニレンエーテル量：７０重
量％、ポリスチレン系樹脂量：３０重量％）８５重量％及びポリスチレン（東洋スチレン
社製　商品名「ＨＲＭ－２６」）１５重量％からなる変性ポリフェニレンエーテル系樹脂
（フェニレンエーテル成分：５９．５重量％、スチレン成分：４０．５重量％）１００重
量部と粉末タルク０．５５重量部を第一段目の押出機に供給したこと、第一段目の押出機
中に圧入した液化ブタンの量を５重量部としたこと以外は実施例１と同様にして厚みが３
．３ｍｍの複合板を得た。
【００８１】
（比較例１）
　第一段目の押出機の先端部に第二段目の押出機が接続してなるタンデム型の押出機を用
意した。そして、ポリフェニレンエーテルとポリスチレン系樹脂との混合物（ジーイープ
ラスチックス社製　商品名「ＮＯＲＹＬ　ＮＬＶ０２５－１１１」、ポリフェニレンエー
テル量：７０重量％、ポリスチレン系樹脂量：３０重量％）５７．１重量％及びポリスチ
レン（東洋スチレン社製　商品名「ＨＲＭ－２６」）４２．９重量％からなる変性ポリフ
ェニレンエーテル系樹脂（フェニレンエーテル成分：４０重量％、スチレン成分：６０重
量％）１００重量部と粉末タルク０．５５重量部を第一段目の押出機に供給し溶融混錬し
た後、第一段目の押出機中に発泡剤として液化ブタン４．５重量部を圧入して変性ポリフ
ェニレンエーテル系樹脂を溶融混練した。
【００８２】
　しかる後、第一段目の押出機の先端に接続した第二段目の押出機に溶融状態の変性ポリ
フェニレンエーテル系樹脂を連続的に供給して樹脂温度が１８０℃となるように調整した
上で、第二段目の押出機の先端に取り付けた多孔ダイから直径が３ｍｍの棒状発泡体を押
出発泡すると共に棒状発泡体同士を熱融着一体化することによって厚みが２．８ｍｍの変
性ポリフェニレンエーテル系樹脂発泡シートを製造した。この変性ポリフェニレンエーテ
ル系樹脂発泡シートを用いたこと以外は実施例１と同様にして厚みが３．２ｍｍの複合板
を得た。
【００８３】
（比較例２）
　アルミニウムシートの厚みを０．６ｍｍとし、積層シートを１４５℃に加熱した一対の
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度が全面的に１２５℃となるように加熱したこと以外は実施例１と同様にして長尺状の厚
みが５．３ｍｍの複合板を得た。
【００８４】
（比較例３）
　変性ポリフェニレンエーテル系樹脂発泡シートの製造時の引取速度を６ｍ／分とし、ア
ルミニウムシートの厚みを０．５ｍｍとしたこと以外は実施例１と同様にして長尺状の厚
みが６．１ｍｍの複合板を得た。
【００８５】
　得られた複合板について、変性ポリフェニレンエーテル系樹脂発泡シートの厚み、密度
、曲げ弾性率の最大値と最小値の比（最大値／最小値）、平均気泡径及び５０％圧縮強度
を測定し、その結果を表１に示した。なお、表１において、曲げ弾性率の最大値と最小値
の比（最大値／最小値）は「曲げ弾性率比」と表記した。
【００８６】
　又、得られた複合板について、全体厚み、全体坪量、最大曲げ荷重、曲げ弾性率の最大
値と最小値の比（最大値／最小値）、折り曲げ加工性及び発熱性試験における総発熱量を
測定し、その結果を表１に示した。なお、表１において、曲げ弾性率の最大値と最小値の
比（最大値／最小値）は「曲げ弾性率比」と表記した。
【００８７】
（折り曲げ加工性）
　得られた複合板から縦２５ｍｍ、横１００ｍｍの平面長方形状の試験片Ａを１０枚切り
出した。図１に示したように、互いに直角に交差する平面B1、B2を有する載置部材Ｂの平
面B1上に試験片Ａを載置した。平面B1、B2が交差する角部はＲが２ｍｍであった。試験片
Ａは、横方向の半分が載置部材Ｂの平面B2から突出した状態となるように載置部材Ｂ上に
載置した。なお、試験片Ａにおいて、層構成は省略した。
【００８８】
　次に、載置部材Ｂの平面B1上にある試験片Ａ部分を固定させた状態で、載置部材Ｂの平
面B2から突出した試験片Ａ部分を下方に向かって押圧して載置部材Ｂの平面B2に接触する
まで折り曲げた。
【００８９】
　折り曲げた状態の各試験片Ａを目視観察し、変性ポリフェニレンエーテル系樹脂発泡シ
ートに亀裂が生じているか否か、変性ポリフェニレンエーテル系樹脂発泡シートとアルミ
ニウムシートとの間に剥離が生じているか否かを確認した。
【００９０】
　上記亀裂又は剥離が生じている試験片が０～２枚であった場合を「○」、上記亀裂又は
剥離が生じている試験片が３枚以上であった場合を「×」として評価した。
【００９１】
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【表１】

【符号の説明】
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【００９２】
Ａ　試験片
Ｂ　載置部材

【図１】
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